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クリーンセンター土地の譲渡 

市民環境部 資源リサイクル課 

１ 土地譲渡の概要 

譲渡の相手方 朝霞和光資源循環組合 

譲渡時期  令和７年２月 

譲渡する土地 現在の朝霞市クリーンセンターの土地（全体） 

   朝霞市大字浜崎字新河岸川通 387-1ほか 10筆 合計 13313.07㎡ 

譲渡の理由  「朝霞市・和光市ごみ広域処理に関する協定書」第 12条第１項に 

基づき、無償で譲渡する。 

(ごみ共同処理を実施するにあたり、両市の資産を持ち寄る考え方) 

 

朝霞市・和光市ごみ広域処理に関する協定書（抜粋） 

（財産の取扱い） 

第 12 条 既存のごみ処理施設に係る両市が所有する土地については、共同処理の実施にあたり組合

に移管するものとし、均等割の考え方により両市が無償で組合に譲渡する。ただし、測量を実施の

上、清算の必要がある場合には、両市で別途協議を行うものとする。 

朝霞市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（抜粋） 

（普通財産の譲与又は減額譲渡） 

第３条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを譲与し、又は時価よりも低い価

額で譲渡することができる。 

(1) 他の地方公共団体その他公共団体において、公用若しくは公共用又は公益事業の用に供するた

め、普通財産を他の地方公共団体その他公共団体に譲渡するとき。 

 

２ 土地譲渡に際して締結する書類 

名 称 内 容 締結相手方 

ごみ広域処理に伴う財産の

取扱いに関する協定書 

両市の土地・建物を組合に譲渡する基本的

な協定。共同処理終了後の扱いも記述。 

和光市・組合 

普通財産譲与契約書 朝霞市クリーンセンターの土地を組合へ

譲渡する。 

組合 

土地使用貸借契約書 朝霞市クリーンセンターの土地を組合か

ら無償で借り受ける。 

組合 

※締結時期は、いずれも令和７年２月。 
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３ 今後の予定 

（時期未定） 全員協議会で説明（※議決事項にはあたらない） 

令和６年１２月 和光市議会で市道廃止議案の審議、議決（※朝霞市では該当なし） 

令和７年 ２月 朝霞和光資源循環組合で工事契約締結議案の審議、議決 

   上記協定書・契約書の締結、土地の引き渡し 

 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抜粋） 

（議会の議決に付すべき財産の取得又は処分） 

第３条 地方自治法第 96 条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければならない財産の取

得又は処分は、予定価格 2,000万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは売払い（土地につ

いては、１件 5,000 平方メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買

入れ若しくは売払いとする。 

 

４ その他 

○和光市が譲渡する土地は 20 筆、合計 14195.60 ㎡。施設完成後に市道の切り回し分と

して、組合から和光市へ寄付する土地があるため、最終的に組合に帰属する土地は減

少する。 

○共同処理が終了した場合、本市が譲渡した土地はそのまま本市へ返還される。 

（組合は、どの土地がどの市から譲渡されたか、将来にわたって管理を続ける。） 

○「朝霞市・和光市ごみ広域処理に関する協定書」第 12条第１項にある「清算」は、現

在のところ、両市ともに不要と判断している。 

（組合から和光市へ道路として寄付する部分があること、万一の際、本市が譲渡した土

地はそのまま本市へ返還されることによる。） 

○クリーンセンター内の建物は、すべて朝霞市の所有で継続する。 

（解体時は、国庫補助の関係で組合へ移管する場合がある。） 

 

以上 
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ごみ広域処理に伴う財産の取扱いに関する協定書（案） 

 

 令和２年４月 30日に締結した「朝霞市・和光市ごみ広域処理に関する協定書」第 12条

に規定する既存のごみ処理施設（以下「既存のごみ処理施設」という。）について、朝霞

市（以下「甲」という。）、和光市（以下「乙」という。）、朝霞和光資源循環組合（以下

「丙」という。）は、以下のとおり協定を締結する。 

 

（財産の譲渡） 

第１条 既存のごみ処理施設が設置されている甲及び乙が所有する土地並びにごみ広域処

理施設建設用地内に乙が所有する道路及び水路（以下「土地」という。）については、

丙に譲渡するものとし、甲及び乙はそれぞれの所有地に対して責任をもって必要となる

手続を行うものとする。ただし、丙はごみ広域処理施設整備事業において、乙から譲渡

された道路及び水路の付け替えとなる公共施設を整備し、開発行為等が終了した時点で

乙に寄附採納するものとする。 

２ 既存のごみ処理施設に係る建物及び設備機器等（以下「建物等」という。）について

は、その用途を廃止するまでの間、甲及び乙が引き続き所有し、管理運営を行うものと

する。 

３ 前項の規定に基づく管理運営にあたっては、甲及び乙は丙との間にそれぞれ土地使用

貸借契約を締結するものとする。 

４ 甲及び乙は、建物等の用途を廃止したときは、必要となる手続及び残留物品等の廃棄

を行った上で、丙に建物等を譲渡し、丙が解体事業を行うものとする。ただし、解体事

業に着手しない合理的な理由がある場合には、当該建物等を所有していた甲または乙が

引き続き管理を行うものとする。 

（準備行為） 

第２条 土地については、あらかじめ甲及び乙の責任において境界確認を行い、丙への譲

渡後に問題が発生しないよう必要な対応を図るものとする。 

（土地の範囲） 

第３条 土地の内訳は、別表に示すとおりとする。 

 （譲渡時期） 

第４条 土地の譲渡時期は、令和７年２月  日とする。ただし、やむを得ない事情によ

り当該譲渡時期に譲渡を行うことができない場合においては、甲または乙は、丙との間

で別に譲渡時期を定めることができる。 

 （譲渡方法） 

第５条 譲渡方法については、甲及び乙の条例に基づき、無償譲渡とする。 

 （共同処理終了後の取扱い） 

第６条 甲及び乙が丙に譲渡した土地については、その内訳をもって丙が適正に管理し、
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将来、共同処理が終了した場合は、その内訳をもって甲及び乙に返還するものとする。 

２ ごみ広域処理施設整備事業を行うにあたり、甲乙の負担により丙が取得した土地につ

いては、取得時の負担割合をもって清算するものとする。ただし、ごみ広域処理施設の

整備に係る開発行為等に伴い、甲または乙に寄附採納した土地は、当該土地を考慮し、

その額を算定するものとする。 

（土壌汚染対策） 

第７条 甲及び乙が丙に譲渡した土地について土壌汚染が判明した場合において、当該汚

染の除去及び当該汚染の拡散の防止その他必要な措置（モニタリングを含む。）を講ず

る必要が認められたときには、甲または乙が使用していた従前の廃棄物処理施設に由来

しないことが明らかである場合を除き、甲または乙がその費用を負担するものとする。

ただし、丙が整備するごみ広域処理施設に由来するものはこの限りでない。 

（その他） 

第８条 本協定書に定めのない事項及び協定事項について疑義が生じたときは、甲、乙及

び丙の３者で協議の上、決定するものとする。 

 

 

 以上、本協定締結の証として本書３通を作成し、３者において記名押印の上、各１通を 

保有する。 

 

 

 令和 年 月 日 

 

 

朝霞市本町１丁目１番１号 

甲  朝 霞 市 

朝 霞 市 長  富 岡  勝 則 

 

 

和光市広沢１番５号 

乙  和 光 市 

和 光 市 長  柴 﨑  光 子 

 

 

和光市広沢１番５号 

丙  朝霞和光資源循環組合 

管 理 者  柴 﨑  光 子 

  



別表（第３条関係） 

 

１ 朝霞市クリーンセンター 

所   在 地 番 公簿地目 公簿地積（㎡） 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 387番 1 宅地 4,973.59 

13,313.07 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 45 宅地 6,222.14 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 47 宅地 305.38 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 48 畑 83 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 50 畑 10 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 69 宅地 756.42 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 70 宅地 256.76 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 73 宅地 279.90 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 84 畑 0.76 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 390番 85 宅地 3.30 

朝霞市大字浜崎字新河岸川通 387番 48 宅地 421.82 

 

２ 和光市清掃センター 

所   在 地 番 公簿地目 公簿地積（㎡） 

和光市下新倉六丁目 5番 4 宅地 5,563.32 5,563.32 

 

３ 和光市旧ごみ焼却場  

所   在 地 番 公簿地目 公簿地積（㎡） 

和光市新倉八丁目 2592番 3 宅地 697.02 

6,172.25 

和光市新倉八丁目 2592番 1 宅地 1,156.27 

和光市新倉八丁目 2595番 3 宅地 1,709.37 

和光市新倉八丁目 2570番 1 雑種地 420 

和光市新倉八丁目 2570番 2 雑種地 112 

和光市新倉八丁目 2570番 3 雑種地 38 

和光市新倉八丁目 2569番 1 雑種地 548 

和光市新倉八丁目 2569番 2 雑種地 477  

和光市新倉八丁目 2569番 3 雑種地 1,004 

和光市新倉八丁目 2574番 4 宅地 10.59  

 

 

 

 

 



４ 和光市道路 

所   在 地 番 公簿地目 公簿地積（㎡） 

和光市新倉八丁目 2540番 3 公衆用道路 2.01 

1,638.03 

和光市新倉八丁目 2609番 2 公衆用道路 2.02 

和光市新倉八丁目 2555番 2 公衆用道路 347 

和光市新倉八丁目 2600番 7 公衆用道路 574 

和光市新倉八丁目 2567番 1 公衆用道路 713 

 

５ 和光市水路 

所   在 地 番 公簿地目 公簿地積（㎡） 

和光市新倉八丁目 2566番 5 用悪水路 276 

822 
和光市新倉八丁目 2566番 4 用悪水路 46 

和光市新倉八丁目 2567番 2 用悪水路 94 

和光市新倉八丁目 2605番 用悪水路 406 

 

 

 （各市内訳） 

区   分 公簿地積（㎡） 

朝霞市 クリーンセンター 13,313.07 13,313.07 

和光市 

清掃センター 5,563.32 

14,195.6 旧ごみ焼却場 6,172.25 

道路及び水路 2,460.03 

 

 

 



令和８年度国民健康保険特別会計に係る保健事業の財源確保  
（概要）  

こども・健康部　保険年金課  

 

１　趣旨  

第３期埼玉県国民健康保険運営方針では、令和９年度に埼玉県内で保険税水準

を準統一し、令和１２年度には完全統一することを目指すほか、決算補填等目的以外

も含めた法定外一般会計繰入金全体を令和８年度までに解消することとしており、本

市におきましても、令和 7 年度から段階的に保険税率の改正などを実施してまいりま

す。 

しかしながら、これまで、国民健康保険特別会計に係る保健事業は、法定外一般

会計繰入金として受け入れ、事業を実施しており、令和８年度までに法定外一般会計

繰入金を解消する場合、事業を継続するための財源を確保する必要が生じました。 

保健事業を推進することは、医療費の適正化につながるものであることから、令和

８年度のみ、一般会計繰入金で実施するのではなく、一般会計の中で事業を実施す

ることで、事業を継続したいと考え、令和 8 年度の財源の確保を求めるものです。 

なお、令和９年度以降については，埼玉県内で保険税が準統一されるとともに、保

健事業に関するルールを定めて、交付金等の対象となることから、現時点において、

財源は確保されるものと考えております。 

 

２　令和８年度に保健事業に要する費用（試算額）　　令和 6 年 10 月現在 

　　　　　約５，３００万円 
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議題（１）朝霞市国民健康保険税の見直しについて 

 

第３期埼玉県国民健康保険運営方針を踏まえ、令和９年度の保険税水準の準統一に

向けて、令和７年度から段階的に保険税率を改正するほか、賦課方式を４方式から２

方式に変更します。 

 

（１）標準保険税率 

【令和７年度からの段階的な保険税率の改正（案）】 

※埼玉県が毎年度算出する市町村標準保険税率をもとに試算するため、確定値ではありません。 

市町村標準保険税率は、埼玉県が年度毎に算出していますが、本市の現行の保

険税率と、埼玉県が公表している令和６年度ベースの市町村標準保険税率を比較

すると、均等割額が大きな差となっています。 

また、第３期運営方針では、令和９年度の保険税水準の準統一に向けて、各市

町村は段階的に保険税率の改正を行うこととしていることから、本市では、被保

険者の保険税が急激な負担増にならないように、令和７年度から段階的な保険税

率を改正していきます。 

 
区分

令和６年度 
（現行）

令和７年度 
（改正）

令和８年度※ 
（改正）

令和９年度※ 
（市町村標準保険税率）

 

医
療
分

所得割 7.7% 7.6% 7.4% 7.25%

 資産割 33% 20% 10% －

 均等割 12,000 円 22,000 円 32,000 円 42,998 円

 平等割 14,000 円  7,000 円  4,000 円 －

 賦課限度額 65 万円 65 万円 65 万円 65 万円

 支
援
金
分

所得割 2.0% 2.3% 2.6% 2.92%

 均等割 9,000 円 12,000 円 15,000 円 16,901 円

 賦課限度額 22 万円 22 万円 22 万円 22 万円

 
介
護
分

所得割 1.7% 2.0% 2.3% 2.42%

 均等割 9,000 円 12,000 円 15,000 円 17,164 円

 賦課限度額 17 万円 17 万円 17 万円 17 万円

 

合
計

所得割 11.4% 11.9% 12.3% 12.59%

 資産割 33% 20% 10% －

 均等割 30,000 円 46,000 円 62,000 円 77,063 円

 平等割 14,000 円  7,000 円  4,000 円 －

 賦課限度額 104 万円 104 万円 104 万円 104 万円
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（２）賦課方式 

本市の賦課方式は、所得割、資産割、均等割及び平等割の４方式としております

が、第３期運営方針では、令和９年度からの保険税水準を準統一するために、所得

割及び均等割の２方式とすることとしています。 

 

 

（３）応能応益割 

応能応益割は、応能割が所得割、資産割として、応益割が均等割、平等割となり

ます。 

なお、本市における令和４年度の応能応益割の割合は、７３：２７となっており、

第３期運営方針を踏まえた本市の応能応益割の割合は、５６：４４としています。 

【本市の応能応益割の推移】 

 
令和２年度 令和３年度 令和４年度

 
応能応益割の割合 ７２：２８ ７２:２８ ７３：２７



国民健康保険特別会計における一般会計からの財源(案)

1 決算の推移 (単位:円)

※単年度収支④＝当年度収支差引額③－前年度収支差引額③

2 財政調整基金の推移 (単位:円)

★見込額

3 国民健康保険税収納額及び収納率の推移 (単位:円)

区分
歳入決算額

①
歳出決算額

②

収支差引額
③

(①-②)

単年度収支
④

実質単年度収支　
⑤

(④-⑨+⑩)

法定外繰入
⑥

法定外繰入を差引
した実質単年度収
支⑦　(⑤-⑥)

令和元年度 11,140,609,828 10,993,588,492 147,021,336 △14,757,395 △40,854,819 340,000,000 △380,854,819

令和2年度 10,696,987,880 10,330,664,460 366,323,420 219,302,084 400,860,084 304,000,000 96,860,084

令和3年度 11,402,107,113 11,149,768,835 252,338,278 △113,985,142 133,819,858 306,000,000 △172,180,142

令和4年度 11,184,519,327 10,995,053,361 189,465,966 △62,872,312 △179,417,007 189,997,000 △369,414,007

令和5年度 10,975,490,750 10,805,046,151 170,444,599 △19,021,367 △224,646,660 167,958,000 △392,604,660

令和6年度当初予算 11,103,061,000 11,103,061,000 － － － 152,342,000 －

区分
年度当初現在高

⑧
基金積立額

⑨
基金取崩額

⑩
年度末現在高
⑪(⑧+⑨-⑩)

令和元年度 100,393,263 116,918,576 △143,016,000 74,295,839

令和2年度 74,295,839 181,558,000 0 255,853,839

令和3年度 255,853,839 346,418,000 △98,613,000 503,658,839

令和4年度 503,658,839 195,955,305 △312,500,000 387,114,144

令和5年度 387,114,144 12,477,707 △218,103,000 181,488,851

令和6年度 181,488,851 70,444,000 △236,359,000 15,573,851

現年度分 滞納繰越分
調定額 収納額 収納率 調定額 収納額 収納率

令和元年度 2,791,965,600 2,495,077,843 89.37% 1,004,099,271 268,187,746 26.71%

令和2年度 2,794,258,800 2,530,862,480 90.57% 845,433,701 244,336,116 28.90%

令和3年度 2,723,099,500 2,505,524,725 92.01% 679,740,461 230,355,055 33.89%

令和4年度 2,710,395,400 2,509,764,782 92.60% 532,916,121 195,299,065 36.65%

令和5年度 2,606,356,000 2,436,416,965 93.48% 445,216,193 149,548,323 33.59%

区分

資料６



4 税率改正に伴う税収による財源比較

*R5収納率93.48%

❶ (R6比) ❷ (R7比) ❶＋❷＝195,561,000円

*年2%減

①保健事業費分に係る経費

❸

②一般会計繰入金

❹

③財政調整基金繰入金及び保険税財源

❶' ❺

④保健事業費分に係る一般会計対応必要額(見込)

❻ ❻＝(❶＋❷－❺)－❸

令和6年度
(現行)当初賦課

令和7年度
(12月議会上程案)

令和8年度
(案)

所得割 11.40% 11.90% 12.30%

資産割 33% 20% 10%

均等割 30,000円 46,000円 62,000円

平等割 14,000円 7,000円 4,000円

年間調定(見込)額 2,563,283,000円 2,657,086,000円 2,772,484,000円

(1人当たり調定額) 112,351円 118,837円 126,528円

年間収納(見込)額 2,396,157,000円 2,483,844,000円 2,591,718,000円

Ａ 保険税財源比 － 87,687,000円増 107,874,000円増

加入(見込)者数 22,815人 22,359人 21,912人

令和6年度(当初) 令和7年度(見込) 令和8年度(見込)

Ｂ 保健事業費 152,342,000円 148,155,000円 148,255,000円

令和6年度(当初) 令和7年度(見込) 令和8年度(見込)

Ｃ 事務費繰入金 54,262,000円 55,000,000円 55,000,000円

Ｄ その他繰入金 152,342,000円 148,155,000円 0円

うち保健事業費分 152,342,000円 148,155,000円 0円

令和6年度(当初) 令和7年度(見込) 令和8年度(見込)

Ｅ 基金繰入金 113,532,000円 15,573,000円 0円

前年度比 － △97,959,000円 △15,573,000円

Ａ' 保険税財源比 － 87,687,000円 100,000,000円

令和6年度(当初) 令和7年度(見込) 令和8年度(見込)

一般会計対応必要額 △52,694,000円

Ｃ：保健事業費以外の会計年度
任用職員人件費や事務費等

Ｄ：埼玉県運営基本方針によ
り、令和8年度までに「その他
繰入金」を0とする必要があ
る。

❺＝❶＋(❷のうち12,313,000
円)※予算を組むために最低1億
円は必要



所得割 資産割 均等割 平等割 賦課限度額 所得割 資産割 均等割 平等割 賦課限度額 所得割 資産割 均等割 平等割 賦課限度額 所得割 資産割 均等割 平等割 賦課限度額

区　　分 （％） （％） （円） （円） （万円） （％） （％） （円） （円） （万円） （％） （％） （円） （円） （万円） （％） （％） （円） （円） （万円）

001 川越市 7.25 0.00 31,000 0 65 2.40 0.00 11,200 0 22 2.00 0.00 13,600 0 17 11.65 0.00 55,800 0 104

002 熊谷市 6.92 0.00 31,500 0 65 2.32 0.00 13,500 0 22 1.86 0.00 13,500 0 17 11.10 0.00 58,500 0 104

003 川口市 7.45 0.00 28,000 0 65 2.50 0.00 9,000 0 22 1.30 0.00 13,000 0 17 11.25 0.00 50,000 0 104

006 行田市 7.20 0.00 28,000 0 65 2.30 0.00 11,000 0 22 1.90 0.00 12,000 0 17 11.40 0.00 51,000 0 104

007 秩父市 6.00 15.00 18,000 10,000 65 2.10 0.00 10,000 0 22 1.80 0.00 10,000 0 17 9.90 15.00 38,000 10,000 104

008 所沢市 7.20 15.00 14,300 16,000 65 2.60 0.00 11,000 0 22 1.50 0.00 11,000 0 17 11.30 15.00 36,300 16,000 104

009 飯能市 6.80 0.00 34,000 0 65 2.40 0.00 14,000 0 22 2.00 0.00 14,000 0 17 11.20 0.00 62,000 0 104

010 加須市 7.50 0.00 32,700 0 65 2.30 0.00 10,500 0 22 2.40 0.00 11,000 0 17 12.20 0.00 54,200 0 104

011 本庄市 6.90 20.00 19,500 16,000 65 2.90 0.00 9,900 0 24 2.70 0.00 12,400 0 17 12.50 20.00 41,800 16,000 106

012 東松山市 7.30 0.00 22,800 0 65 2.40 0.00 12,000 0 22 2.00 0.00 13,200 0 17 11.70 0.00 48,000 0 104

014 春日部市 6.80 0.00 31,900 0 65 2.05 0.00 12,200 0 22 1.50 0.00 11,700 0 17 10.35 0.00 55,800 0 104

015 狭山市 6.79 10.00 22,700 5,000 65 2.72 0.00 15,900 0 22 2.36 0.00 17,100 0 17 11.87 10.00 55,700 5,000 104

016 羽生市 7.20 0.00 25,500 0 65 2.70 0.00 14,000 0 22 2.00 0.00 14,000 0 17 11.90 0.00 53,500 0 104

017 鴻巣市 6.80 0.00 27,500 0 65 2.75 0.00 16,000 0 24 2.40 0.00 16,000 0 17 11.95 0.00 59,500 0 106

018 深谷市 6.50 18.00 26,000 9,000 65 2.60 0.00 12,200 0 22 1.80 0.00 13,400 0 17 10.90 18.00 51,600 9,000 104

019 上尾市 6.80 0.00 31,000 0 65 2.40 0.00 13,000 0 22 2.10 0.00 15,000 0 17 11.30 0.00 59,000 0 104

021 草加市 7.30 0.00 27,000 0 65 2.30 0.00 7,800 0 22 1.80 0.00 9,800 0 17 11.40 0.00 44,600 0 104

022 越谷市 7.50 0.00 31,900 0 65 2.50 0.00 11,500 0 22 2.20 0.00 12,000 0 17 12.20 0.00 55,400 0 104

023 蕨  市 6.40 10.00 33,000 3,000 65 2.20 0.00 14,000 0 22 2.20 0.00 12,000 0 17 10.80 10.00 59,000 3,000 104

024 戸田市 8.00 0.00 31,800 0 65 1.60 0.00 9,500 0 24 1.42 0.00 12,500 0 17 11.02 0.00 53,800 0 106

025 入間市 6.50 0.00 35,000 0 65 2.70 0.00 16,000 0 22 2.30 0.00 16,000 0 17 11.50 0.00 67,000 0 104

027 朝霞市 7.70 33.00 12,000 14,000 65 2.00 0.00 9,000 0 22 1.70 0.00 9,000 0 17 11.40 33.00 30,000 14,000 104

028 志木市 7.30 10.00 21,000 5,000 65 2.40 0.00 10,500 0 22 2.00 0.00 11,000 0 17 11.70 10.00 42,500 5,000 104

029 和光市 7.30 0.00 21,000 9,000 65 2.30 0.00 9,000 0 24 1.80 0.00 9,000 0 17 11.40 0.00 39,000 9,000 106

030 新座市 7.30 0.00 32,000 0 65 2.32 0.00 14,000 0 22 2.22 0.00 15,000 0 17 11.84 0.00 61,000 0 104

031 桶川市 7.20 0.00 26,400 0 65 2.20 0.00 9,900 0 22 1.80 0.00 12,000 0 17 11.20 0.00 48,300 0 104

032 久喜市 7.77 0.00 35,200 0 65 2.87 0.00 14,700 0 22 2.76 0.00 14,100 0 17 13.40 0.00 64,000 0 104

033 北本市 7.30 0.00 29,900 0 65 2.90 0.00 10,200 0 22 2.20 0.00 14,700 0 17 12.40 0.00 54,800 0 104

034 八潮市 7.80 0.00 28,000 0 65 2.20 0.00 13,000 0 22 2.60 0.00 13,000 0 17 12.60 0.00 54,000 0 104

035 富士見市 6.95 0.00 28,300 0 65 2.10 0.00 9,000 0 22 1.60 0.00 12,600 0 17 10.65 0.00 49,900 0 104

036 ふじみ野市 7.56 0.00 30,800 0 65 2.18 0.00 11,800 0 24 2.14 0.00 13,700 0 17 11.88 0.00 56,300 0 106

037 三郷市 7.00 0.00 29,000 0 65 2.20 0.00 9,000 0 20 1.90 0.00 11,500 0 17 11.10 0.00 49,500 0 102

038 蓮田市 7.15 0.00 30,000 0 65 2.50 0.00 11,000 0 22 1.85 0.00 14,000 0 17 11.50 0.00 55,000 0 104

043 坂戸市 7.80 0.00 24,500 0 65 1.70 0.00 4,500 0 22 1.40 0.00 10,000 0 17 10.90 0.00 39,000 0 104

046 鶴ヶ島市 7.30 0.00 36,000 0 65 2.40 0.00 13,000 0 22 2.30 0.00 14,000 0 17 12.00 0.00 63,000 0 104

047 日高市 6.80 0.00 32,500 0 65 2.70 0.00 13,000 0 22 2.10 0.00 16,000 0 17 11.60 0.00 61,500 0 104

085 白岡市 7.04 0.00 28,400 0 65 2.41 0.00 14,700 0 24 2.21 0.00 15,400 0 17 11.66 0.00 58,500 0 106

089 幸手市 7.40 0.00 35,000 0 65 2.50 0.00 13,000 0 22 2.10 0.00 12,000 0 17 12.00 0.00 60,000 0 104

092 吉川市 6.90 0.00 35,000 0 65 2.50 0.00 11,000 0 24 2.10 0.00 13,000 0 17 11.50 0.00 59,000 0 106

400 さいたま市 7.01 0.00 35,000 0 65 2.60 0.00 12,200 0 24 2.24 0.00 13,400 0 17 11.85 0.00 60,600 0 106

市平均 7.14 3.28 28,328 2,175 65.0 2.39 0.00 11,668 0 22.4 2.01 0.00 12,915 0 17.0 11.55 3.28 52,910 2,175 104.4

(参考)
市町村平均

6.92 3.43 28,654 1,937 65.0 2.33 0.00 11,717 0 22.8 1.97 0.00 12,979 0 17.0 11.22 3.43 53,351 1,937 104.8

令和６年度  保険税率等の状況

医療分（基礎課税額分） 後期高齢者支援金等課税額分 介護納付金課税額分 合計
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近隣４市の税率（モデルケース試算）

1 保険税率等

5 7.70 33.00 12,000 14,000 65 2.00 9,000 20 1.70 9,000 17

6 　 7.70 　 33.00 　 12,000 　 14,000 　 65 　 2.00 　 9,000 ○ 22 　 1.70 　 9,000 　 17

5 7.00 13.00 18,500 7,000 65 2.10 9,000 20 1.50 10,500 17

6 ○ 7.30 ○ 10.00 ○ 21,000 ○ 5,000 　 65 ○ 2.40 ○ 10,500 ○ 22 ○ 2.00 ○ 11,000 　 17

5 7.20 12.00 18,000 18,000 65 2.20 9,000 20 1.70 9,000 17

6 ○ 7.30 ○ 0.00 ○ 21,000 ○ 9,000 　 65 ○ 2.30 　 9,000 ○ 24 ○ 1.80 　 9,000 　 17

5 7.00 5.00 27,000 1,000 65 1.85 12,000 20 1.88 14,000 17

6 ○ 7.30 ○ 0.00 ○ 32,000 ○ 0 　 65 ○ 2.32 ○ 14,000 ○ 22 ○ 2.22 ○ 15,000 　 17

〇：改正あり

2 モデルケース試算

7･5･2

7･5･2

7･5･2

7･5･2

7･5･2

7･5･2

7･5･2

7･5･2

(1)医療給付費分 (2)後期高齢支援金分 (3)介護納付金分

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割

(％) (％) (円) (円) (万円) (％) (円) (万円) (％) (円) (万円)

設定条件　夫婦2人(介護あり)、こども1人(扶養者)で、夫の給与収入で3人世帯の場合のモデルケース
【所得判定基準額：令和6年度】　※固定資産税なし
　・7割軽減：所得判定基準額　43万円　以下
　・5割軽減：所得判定基準額　43万円＋29万5千円×被保険者数　以下（※モデルでは1,285,000円以下）
　・2割軽減：所得判定基準額　43万円＋54.5万円×被保険者数　以下（※モデルでは1,990,000円以下）

7割軽減 5割軽減 2割軽減 軽減なし

980,000円 1,800,000円 2,800,000円 3,800,000円

ﾓﾃﾞﾙｹｰｽ(1) ﾓﾃﾞﾙｹｰｽ(2) ﾓﾃﾞﾙｹｰｽ(3) ﾓﾃﾞﾙｹｰｽ(4)

28,500円 40 132,900円 39 241,200 39 342,200円 37

28,500円 40 132,900円 39 241,200 39 342,200円 39

33,100円 38 134,600円 38 242,000 38 340,400円 38

36,400円 35 148,400円 33 266,800 33 375,300円 33

35,100円 35 141,700円 31 254,500 31 357,700円 30

35,100円 36 143,900円 36 258,800 36 364,300円 36

43,800円 13 153,400円 17 272,300 19 378,700円 20

50,400円 7 172,700円 8 305,900 8 424,800円 8

年度
賦課
限度額

賦課
限度額

賦課
限度額

朝霞市

志木市

和光市

新座市

軽減
割合 順位 順位 順位 順位

朝霞市

志木市

和光市

新座市
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                                                   資料９ 
宮戸特別緑地保全地区（宮戸緑地）に隣接する土地の使用貸借契約について 

 

１ 付議事項 

 宮戸特別緑地保全地区（以下「宮戸緑地」という。）周辺の斜面林と農地が一体と

なったみどりの保全を進めていくため、下記記載の土地について、資料 10「土地使

用貸借契約書（案）」のとおり、使用貸借契約を締結することについて及び買取申出

条項を契約書に付帯することについて、会議に付すもの。 

 

２ 土地情報 （資料 11案内図及び現況参照） 

地番 面積（㎡） 所有者 

宮戸 3丁目 471－1 724㎡ Ａ 

宮戸 3丁目 470 52㎡ 〃 

計 776㎡  

 

３ 土地貸借の必要性 

（１）本市の緑の現状 

 令和 5年度に実施した「緑被率経年変化状況調査」によると、令和 5年では、平

成 30年と比較し、緑被率が 1.30％、面積で約 24ヘクタール減少。 

 このように良好な居住環境を有する本市では、旺盛な開発需要などにより、身近

な緑が徐々に減少し、都市の発展と自然環境との調和が課題となっている。 

 

（２）宮戸緑地周辺の状況 

 宮戸緑地は新河岸川右岸に面した段丘地にある斜面林で、スギ・ヒノキなどを主

体とした落葉広葉樹から構成されており、斜面下部には野火止用水跡や農地（一部

水田）が広がり、本市でも特に貴重な郷土景観が残されている。 

宮戸緑地周辺は、みどりの基本計画において「水と緑の小拠点」と位置づけられ

北部地域の特徴の一つである斜面林と農地が一体となったみどりの保全を進めてい

くため、宮戸緑地沿いの水田とともに郷土景観、生態系の保全に努めることとして

いる。 

 宮戸緑地沿い（資料 11案内図に図示）に広がる農地については、上記 2に記載の

農地を除き、生産緑地に指定されており、土地活用等を行なう場合には、生産緑地

指定の解除が前提となり市に対し土地を時価で買い取るべき旨を申し出ることが必

須となる。 

一方で対象地は、今後の土地活用等を見越して生産緑地に指定していないため、

そうした制限がなく民間に売却された場合、再び農地に戻すことは困難となる。 

このため、対象地の用地確保等を図り、宮戸緑地と一体的に構成されている本市を代表す

る貴重な郷土景観を後世に残していく必要がある。 

 なお、宮戸緑地周辺については、あさか環境市民会議より資料 12「宮戸特別緑 

地保全地区の周辺耕作地を含めた一体的な保全を求める要望書」が提出されいる。 

また、対象地の使用貸借については、公有財産取得等検討委員会においても承諾

を得たところ。 

【参考】令和６年度第１回朝霞市公有財産取得等検討委員会の議事結果（令和 6 年 9月 3日事務連絡） 

〈意見・助言内容〉使用貸借契約書（案）の第 3条における買取申出を付帯する場合は庁議に付すこと。  



 

４ 土地使用貸借契約の締結及び買取申出条項の付帯 

 土地の売買等に制限のない対象地については、当面の間、資料 10「土地使用貸借

契約書（案）」のとおり、使用貸借契約を締結（令和 6年 12月予定）し、もって、

宮戸緑地と一体的に構成されている郷土景観の保全を図っていくものとする。 

また、土地所有者との調整により契約書に買取申出条項を付帯するものとする。 

 

５ 今後の緑地の維持管理 

①当面の維持管理は宮戸緑地を管理しているボランティア団体等に依頼する。 

 ②使用貸借した土地については、産業振興課と連携し、農業収獲体験の場として 

の活用等も検討 

      

 

【参考】 特別緑地保全地区 

特別緑地保全地区制度とは、都市緑地法第 12条に基づき指定される緑地であり都市における良好な自然

環境となる緑地において、建築物・工作物の新築や改築、宅地造成、樹木伐採などの行為を制限すること

により、現状凍結的に緑地を保全する制度。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料10 

土地使用貸借契約書（案） 

 

貸主Ａ（以下、「甲」という。）と借主朝霞市（以下、「乙」という。）とは、以下のと

おり土地の使用貸借契約を締結する。  

 

（対象物件）  

第１条  甲は、甲が所有する末尾記載の土地（以下、「土地」という。）を乙に無償で貸

し付け、乙は緑地保全を主な目的にこれを借り受けるものとする。  

 

 （契約期間）  

第２条  土地の使用貸借期間は令和６年   月   日から  令和   年   月   日と

する。ただし、契約期間満了の３ケ月前までに、甲又は乙から契約を更新しない旨の

申し出がなかった場合には、引き続き１年間本契約が更新されたものとし、以降も同

様とする。  

 

（土地の買取申出）  

第３条  甲は乙に対し、土地の買取りを申し出ることができる。  

 

（土地の引渡し）  

第４条  土地の引渡しは、本契約締結後、甲乙立会いのうえ行うものとする。  

 

 （善管注意義務）  

第５条  乙は、善良なる管理者の注意義務をもって土地の維持保全に努めるものとし、

これに通常要する費用はすべて乙の負担とする。  

 

（権利譲渡の禁止等）  

第６条  甲は、乙の承諾なしに新たな権利の設定又は本契約に基づく乙の権利を阻害す

る行為をしてはならない。  

２  乙は、本契約に基づく権利を譲渡し、又は土地を転貸してはならない。  

 

 （契約の解除）  

第７条  甲は、予見し得ないやむを得ない事情が生じたときは、契約期間満了前であっ

ても、甲乙協議のうえ契約を解除することができる。  

  

（土地の返還）  

第８条  乙は、本契約が更新されないとき、又は前条により契約を解除したときは、土

地を原状に回復して、甲に返還しなければならない。  



（公租公課の負担）  

第９条  使用貸借期間中の土地に課せられる公租公課は、甲の負担とする。  

 

（協議事項）  

第１０条  本契約に定めがない事項が生じたときや、本契約条項の解釈に疑義が生じた

ときは、相互に誠意をもって協議・解決する。  

 

記  

 

 所   在   朝霞市宮戸三丁目  

 地   番   ４７０番  

 地   目   田  

 地   積   ５２平方メートル  

 

 所   在   朝霞市宮戸三丁目  

 地   番   ４７１番１  

 地   目   田  

 地   積   ７２４平方メートル  

 

この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名（法人については記名

によることができる。）押印の上、それぞれ１通を保有する。  

 

 

令和   年   月   日  

 

 

住  所                    

甲  

氏  名                  印  

 

 

住  所  埼玉県朝霞市本町一丁目１番１号    

乙      朝霞市  

氏  名  朝霞市長   富  岡  勝  則    印  



 

  
資料１１ 

（案内図及び現況） 

農地（生産緑地） 

農地（生産緑地） 

農地 

（使用貸借予定地） 

宮戸特別緑地保全地区 



 

 

 



資料１２



令和６年１０月２８日（月）政策調整会議（財産管理課） 

 

 

蛍光灯の製造中止に伴う照明器具交換の進め方について 

 

令和５年（２０２３年）１０月に開催された「水銀に関する水俣条約第５回締約国会議（ＣＯＰ５）」　　

において、世界的に、蛍光灯（蛍光ランプ）の製造及び輸出入を、令和９年（２０２７年）末までに段

階的に禁止することが合意され、国内の各製造メーカーにおいても蛍光灯の製造終了を予定している。 

また、蛍光灯以外にも、体育館の照明やナイター設備等で使用されているＨＩＤランプ（高圧ナトリ

ウムランプ等）についても、近日中の製造終了が発表されている。 

現在も、市内公共施設には多数の蛍光灯・ＨＩＤランプが設置されていることから、ＬＥＤ器具への

計画的な更新が必要と考える。 

 

《照明ランプ製造の見通し》 

　　・一般的な蛍光灯：（製造・輸出入期限）　令和９年（２０２７年）１２月末 

　　　　　　　　　　 （製造メーカー対応）　・パナソニック：令和９年（２０２７年）９月末製造終了 

      　　　　　　　　※１年前に受注終了、以降受注分のみ製造 

      ・他メーカー：方針未発表 

　・ＨＩＤランプ　：現在、国内で唯一製造している岩崎電気が、令和７年（２０２５年）1 月末製造終了 

 

《対象照明ランプの設置状況》 

　　・更新必要施設数：２１０施設（うち、上下水道部所管施設：５施設）　ＬＥＤ化済施設：９施設 

　　・照明ランプ数：（蛍光灯）５１，９１７灯、 （ＨＩＤランプ）２，３６５灯 

 

《対応策》 

■令和１０年度（２０２８年度）の完了を目標に計画的に更新を行う 

（計画目標期間を４年間とするが、社会情勢等を鑑み、期間については毎年見直しを図る） 

　・蛍光灯・ＨＩＤランプの製造終了年を鑑み、それぞれの在庫の流通・保持期間を、蛍光灯を１年（受

注終了から２年）、ＨＩＤランプを２年と想定し、計画的な更新を行う。 

　・地方債、交付金の活用を考え、工事にて更新を行う。（リースでは、地方債、交付金の対象外） 

　・照明器具、安定器の寿命は一般的に１０～１５年とされているが、市内公共施設には建設後未更新の

器具も多数あると考えられ、今後更新が集中する可能性も考慮し、計画的な更新が必要だと考える。 

・近年中に大規模な改修を予定している施設については、当該工事での更新を想定。それまでの間、器

具故障等の場合は都度更新にて対応する。 

・廃止を予定している施設については、まとまった更新を行わず、器具故障等の場合は都度更新にて対

応する。 

・上下水道部所管施設は、会計も異なり、単独での器具更新事業が可能なことから、今回の検討には含

まないものとする。 

 

(次ページ有り） 

資料１３



 

《工事費》 

■交換費用概算　 １，９６０，９３０，８６５円（税込）（うち学校　１，２７２，５９９，４７１円） 

※金額は全体の規模感を把握するためのものであり、類似工事の仕様・単価を一律に当てはめて算出 

※蛍光灯のみ交換で、数量が１０灯以下の施設については、通常の修繕での対応として未計上 

　■交付金及び起債を反映した場合の一般財源額　４０４，２２５，７２６円（税込） 

　　　（学校施設環境改善交付金）交付金の算定割合：２／７　（起債）７５％ 

 

《スケジュールの概略》 

 

 令和６年度 

(2024 年度)

令和７年度 

(2025 年度)

令和８年度 

(2026 年度)

令和９年度 

(2027 年度)

令和１０年度 

(2028 年度)

令和１１年度 

(2029 年度)

 　　　　　　　○（Ｒ７.１月末）ＨＩＤランプ製造終了

●（Ｒ９.１２月末）蛍光灯製造期限

○（Ｒ９.９月末）パナソニック蛍光灯製造終了

○（Ｒ８.９月末）パナソニック蛍光灯受注終了

Ｒ７～１０年度　ＨＩＤランプ・蛍光灯器具のＬＥＤ化更新

ＨＩＤランプ先行


